
平成 13年 3月期個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 22日

上  場  会  社  名       株式会社トーエネック 上場取引所 東 大 名

コード番号       1946 本社所在都道府県

問合せ先  窃

鈴木　充 TEL (052) 221 - 1111
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 22日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 27日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 (注)記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 221,326 3.1 7,457 21.7 7,787 25.9

12年  3月期 214,708 △ 10.2 6,129 △ 0.6 6,187 △ 4.1

  
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

（額面株式　１単位の株式数　1,000株）

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益

　１株当たり株主資本

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

9b��輿

 20 



対前期比

金　　　額 金　　　額 金　　　額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

113,216 55.0 126,103 69.1 △ 12,887 89.8

23,976 26,511 △ 2,535

8,260 8,563 △ 302

44,939 41,655 3,283

13,484 29,321 △ 15,836

14,250 12,808 1,442

1,238 1,012 225

108 104 4

1,480 1,158 322

1,608 1,681 � 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金

資 　産　 合 　計

土 地

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 ・ 備 品

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

投 資 等

投 資 有 価 証 券

構成比 構成比

無 形 固 定 資 産

そ の 他 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

材 料 貯 蔵 品

商 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

立 替 金

比　較　貸　借　対　照　表



対前期比

金　　　額 金　　　額 金　　　額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％



金　　　額 金　　　額 金　　　額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

221,326 100.0 214,708 100.0 6,618 103.1

214,611 208,404 6,207

6,714 6,304 410

195,036 88.1

7,457 3.4 6,129 2.9 1,327 121.7

1,043 0.4 2,540 1.2 △ 1,496 41.1

493 1,010 △ 517

8 1,134 △ 1,126

542 394 147

713 0.3 2,482 1.2 △ 1,768





（重要な会計方針）

　１．有価証券の評価方法及び評価基準

　３．固定資産の減価償却の方法

　　①　平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）
　定額法

　　②　その他の有形固定資産 　定率法
　　③　無形固定資産 　定額法

　４．引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
　　　権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上する方法によっている。

　　②　完成工事補償引当金は、当期の完成工事高の1/1000相当額を計上する方法によっている。

　　③　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
　　　基づき計上する方法によっている。
　　　　なお、
　　　期純損失は６２０百万円増加している。

　５．リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･ リース取引については、通常
　　　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　６．消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　７．１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産の処理

　　　　取得価額が２０万円未満の減価償却資産については、事業年度ごとに一括して３年間で均等償却する方法に
　　　よっている。

 (追加情報）

　１．退職給付会計

　　　　当期から｢退職給付会計に係る会計基準｣を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比№

　　　到来する有価証券は流動資産の｢有価証券｣として、それ以外は投資等の｢投資有価証券｣として表示している。

　　　その結果、流動資産の｢有価証券｣は１６，５７７百万円減少し、投資等の｢投資有価証券｣は１７，８５５百万

　　　円増加している。

　３．外貨建取引等会計基準

　　　　当期から改訂後の｢外貨建取引等会計処理基準｣を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比較
　　　して、経常利益及び税引前当期純損失へ与える影響は僅少である。



（貸借対照表の注記）

〔前　　　　　期〕

　１．有形固定資産の減価償却累計額 29,312百万円 27,855百万円

　２．保証債務額 140百万円 150百万円

　３．期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理している。従って、当期末日は金融機関の休日であったため、

　　次の期末日満期手形が残高に含まれている。

受 取 手 形 519百万円

　４．自己株式の数及び貸借対照表価額

自己株







１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

百万円 百万円



（個別財務諸表のご参考）

１．部門別受注高・売上高・期末手持工事高 （単位：百万円）

期　　　　　　別

区　　　　　　　分

（

�Q� 売 6,714 3.1 6,304 2.9 410 6.5

214,413 100.0 216,179 100.0 △ 1,766 △ 0.8

（ 売 上 高 ）

配 電 線 工 事 89,070 40.3 89,431 41.6 △ 361 △ 0.4

発電・送電・変電・通信・土木工事



２．当期（12.4.1～13.3.31）得意先別受注高および売上高 （単位：百万円）

区　　　　　分

得　意　先　別

中 部 電 力 ��h 


